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１．中期目標期間（平成１７年度～平成２５年度）の業務実績について 

⑴  評価の視点 

独立行政法人年金・健康保険福祉施設整理機構（以下「施設整理機構」

という。）は、国民年金事業等の運営の改善のための国民年金法等の一部

を改正する法律第７条の規定による改正前の厚生年金保険法第７９条又は

同改正法第３条の規定による改正前の国民年金法第７４条の施設及び健康

保険法第１５０条第１項又は第２項の事業の用に供していた施設であって

厚生労働大臣が定めるもの（以下「年金福祉施設等」という。）の譲渡又

は廃止等の業務を行うことにより、年金福祉施設等の整理を図り、もって

厚生年金保険事業、国民年金事業及び全国健康保険協会が管掌する健康保

険事業の適切な財政運営に資することを目的として、平成１７年１０月１

日に新たに発足した独立行政法人である。 

平成２２年８月に成立した「独立行政法人年金・健康保険福祉施設整理

機構法の一部を改正する法律」（平成２２年法律第４８号）により、施設

整理機構の存続期限が２年間延長された。 

平成２３年６月に成立した「独立行政法人年金・健康保険福祉施設整理

機構法の一部を改正する法律」（平成２３年法律第７３号）により、年金

福祉施設等の整理合理化を目的とした組織から、社会保険病院・厚生年金

病院等（併設される介護老人保健施設及び看護専門学校を含む。以下「社

会保険病院等」という。）の運営・管理等を目的とした「独立行政法人地域

医療機能推進機構」（以下「新機構」という。）に今後改組されることなっ

た。 

新機構への改組日については、当該改正法の公布の日（平成２３年６月

２４日）から起算して３年を超えない範囲内において政令で定める日とさ

れ、平成２４年３月に公布された「独立行政法人年金・健康保険福祉施設

整理機構法の一部を改正する法律の施行期日を定める政令」（平成２４年

政令第４２号）により、平成２６年４月１日とされた。 

これを受けて、平成２４年３月に、中期目標等を変更し、施設整理機構

の中期目標期間を、平成１７年１０月１日～平成２４年９月３０日までの

７年間から、平成１７年１０月１日～平成２６年３月３１日までの８年６

月間に変更するとともに、平成２４年度以降は新機構への改組の準備を行

うといった業務を追加した。 

本評価は、厚生労働大臣が定めた第１期中期目標（平成１７年１０月～

平成２６年３月）全体の業務実績について評価を行うものである。 
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当委員会では、「厚生労働省所管独立行政法人の業務実績に関する評価

の基準」等に基づき、平成２５年度までの業務実績の評価において示した

課題等のほか、総務省政策評価・独立行政法人評価委員会から示された「独

立行政法人の業務の実績に関する評価の視点」（平成２１年３月３０日同

委員会。以下「政・独委の評価の視点」という。）や「平成２３年度にお

ける厚生労働省所管独立行政法人の業務の実績に関する評価の結果等につ

いての意見について」（平成２５年１月２１日同委員会。以下「２次意見」

という。）等も踏まえ、最終評価を実施した。 
なお、施設整理機構は、全ての年金福祉施設等（社会保険病院等を除く）

の譲渡又は廃止することを目的として平成１７年１０月に設立された５年

有期の独立行政法人であるが、平成２２年８月公布の法改正により存続期

限が２年間延長され、平成２３年６月公布の法改正により、平成２６年４

月に社会保険病院等の運営・管理等を目的とした地域医療機能推進機構へ

改組されるといった特異な経緯を辿っていることを踏まえ、最終評価を実

施するものであることを特記しておきたい。 

 

⑵  中期目標期間の業務実績全般の評価 
当委員会においては、施設整理機構が発足した平成１７年１０月以来、

業務により得られた成果が、年金資金等の損失を最小化するという考え方

に立って、施設整理機構設立後（平成１７年１０月）から平成２２年９月

までの５年間で全ての年金福祉施設等（社会保険病院等を除く）を譲渡又

は廃止するという施設整理機構の当初の使命に照らし評価を行った。 
平成２２年度においては、平成２２年８月公布の法改正により、施設整

理機構の存続期限が２年間延長された一方、社会保険病院等については、

最終的な受け皿が決まらない中で運営・管理を行い、厚生労働大臣からの

譲渡指示に備えてきたことから、年金福祉施設等（社会保険病院等を除く）

の譲渡又は廃止と社会保険病院等の運営・管理又は譲渡への対応を分けて

評価を行うとともに、平成２２年９月までに年金福祉施設等（社会保険病

院等を除く）３００施設全ての譲渡が完了したことから、譲渡完了に至る

期間を含めて評価を行った。 

平成２３年度においては、厚生労働大臣からの譲渡指示のあった健康保

険鳴門病院（看護専門学校を含む。以下「健康保険鳴門病院等」という。）

及び川崎社会保険病院（介護老人保健施設を含む。以下「川崎社会保険病

院等」という。）の譲渡のほか、平成２３年６月公布の法改正により年金
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福祉施設等の譲渡又は廃止から社会保険病院等の運営・管理等を目的とし

た新機構への改組に向けて業務内容が大きく変化したこと、また、平成２

３年３月１１日に東日本大震災が発生したことにより社会保険病院等に大

きな被害があったことを考慮し評価を行った。 
平成２４年度においては、厚生労働大臣からの譲渡指示のあった健康保

険鳴門病院等、川崎社会保険病院等、東北厚生年金病院、東京北社会保険

病院（介護老人保健施設を含む。以下「東京北社会保険病院等」という。）、

社会保険鰍沢病院（介護老人保健施設を含む。以下「社会保険鰍沢病院等」

という。）及び社会保険紀南病院（社会保険紀南看護専門学校を含む。以下

「社会保険紀南病院等」という。）の譲渡業務への取組みのほか、新機構へ

の改組に向けた準備業務を行う組織体制の整備及び社会保険病院等の委託

先団体との調整及び新機構の運営方針の策定、並びに新機構への改組に向

けた移行準備の一環として、独立行政法人の形態にふさわしい透明性の高

い財務運用と適正な内部統制を確保する観点から、実施した財務調査（第

３フェーズ）の実施及びその対応について考慮し評価を行った。 

平成２５年度においては、社会保険病院等の譲渡業務として６病院（引

渡４病院、契約・引渡２病院）の譲渡を行うことが求められたこと、また、

平成２６年３月末までの限られた時間内に、大きな混乱が生じることなく

新機構への移行準備作業を完了することが求められたこと考慮し評価を行

った。 

このように、施設整理機構の置かれた環境変化に応じ、評価を行ってき

たところであるが、中期目標期間全般としては、次のとおり、独立行政法

人の特性を踏まえ柔軟な対応により高い業績を実現していると認められ、

極めて高く評価できる。 
年金福祉施設等（社会保険病院等を除く）の譲渡は、平成２２年９月ま

でに社会保険病院等を除くすべての施設の譲渡が完了し、その売却実績は

売却額２,１８５億円で、出資価格対比１８４億円のプラス、１０９．２％

となっており、出資価格総額を上回る売却額を確保した。これは、各施設

の事業価値、不動産調査の詳細等を提示したマーケティング活動や施設が

立地する地域の情報収集及び地方公共団体からの支援策の取り付けなど資

産価値向上のための取組の成果であり、大いに評価できる。また、施設の

事業継続については、前述のように事業価値、不動産調査の詳細及び買受

希望者のマーケティング活動等の結果、施設譲渡時に事業を行っていた２

５８施設のうち７４％にあたる１９２施設について事業が継続され、公共
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性に配慮した事業継続への取組みの成果は極めて大きいものと評価でき

る。施設従業員の雇用についても、施設の事業継続を積極的に図ることに

より、施設譲渡時に従業員がいた施設で雇用交渉が終了した２５８施設の

うち、一部採用を含め、７２％にあたる１８７施設において雇用の継続（一

部採用は、１７％にあたる４５施設）が図られている。 

これらの結果、施設整理機構が目標としてきた「時価を上回り売却する

こと」、「出資価格を毀損しないこと」を達成しつつ、設立から５年間と

いう目標年度内に全ての年金福祉施設等（社会保険病院等を除く）を売却

したことは、大いに評価できる。 

社会保険病院等の譲渡については、平成２４年度末までに厚生労働省

から譲渡指示を受けた８病院のうち、平成２４年度末時点で２病院、平

成２５年度において６病院の譲渡が完了しており、所在地地方公共団体

等の意向も踏まえつつ、地域医療が損なわれることのないよう十分に配慮

した譲渡条件を設定し、適切に譲渡が行われていると認められる。このう

ち、川崎社会保険病院の譲渡に当たっては、現に入院・外来診療を行って

いる病院を、医療機能を維持しつつ、年金福祉施設等（社会保険病院等を

除く）の譲渡等を通じて蓄積した民間のノウハウを最大限活かして一般競

争入札による譲渡スキームを適用している。また、東北厚生年金病院及び

東京北社会保険病院等の２病院については、社会保険病院等の譲渡に係る

厚生労働大臣通知の変更により、新たに随意契約による譲渡が可能となっ

た大学及び委託法人を対象とした初めてのケースへの対応であるが、随意

契約という交渉に限界がある困難な譲渡業務を地域医療が継続されること

に配慮しつつ鑑定価格を参考にした価格で適切に譲渡したものと認められ

る。この結果、発足以来の譲渡実績は、売却額２，３８０億円で、出資価

格対比１８３億円のプラス、１０８．３％となっており、出資価格総額を

上回る売却額を確保しており、高く評価できる。あわせて、譲渡先に対し、

病院職員の雇用の継続に配慮を求めるなどにより、継続雇用が確保されて

いる。 
平成２３年３月１１日に発生した東日本大震災の対応についても、直ち

に被災状況を把握し、迅速に被災病院の復旧工事に着手し、同年１１月末

までに工事を完了し、地域医療の機能等を継続して提供したことは評価で

きる。 
さらに、病院等を保有している施設整理機構と病院等を運営している

各委託先団体又は各病院等の平成２１年３月期、平成２２年３月期及び
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平成２３年３月期の３期分について、統一的な基準で合算財務諸表を作

成して、指標分析、比較分析等により病院の実態把握に努め、財務内容

と老朽度に基づく施設整備計画を策定し、委託先の自主整備が十分に実施

されていない病院の機能維持整備や建物の耐震性に問題がある病院の耐震

診断等を行ったことなど、経営状況・資産状況の把握等を通じた適切な運

営、さらに資産価値保全の観点から病院機能を維持するために必要な整

備を行い地域医療の維持確保に繋げたことは評価できる。 
また、譲渡業務等の進捗状況や施設整理機構の置かれた状況に応じて、

継続的に組織・人員体制の見直しを行い、効率的な業務運営体制を構築し

た点は、独立行政法人の特性を踏まえ柔軟に対応したものであるとともに、

独立行政法人の模範となる取り組みと言え、極めて高く評価される。 
平成２４年度には、新機構への改組に向け、平成２４年３月３０日に中

期目標が見直され、従来の業務に加え、新機構への改組に向けた準備を行

うことが業務とされたため、平成２４年４月に地域医療機能推進機構準備

室を設置し、社会保険病院等の院長との会議や委託先団体等との打ち合わ

せなどを通じて精力的に検討を重ね、様々な課題を乗り越えながら、新機

構の大枠として運営方針を確定させ、改組に向けた複雑で困難な準備作業

を行ったことは大いに評価できる。 

また、新機構への移行に備え、平成２２年度以降に実施した財務調査（第

１・２フェーズ）に引き続き、新機構への改組に向けた移行準備の一環と

して、新たに独立行政法人の形態にふさわしい透明性の高い運営と適正な

内部統制を確保する観点から、内部統制実施状況も加えた財務調査（第３

フェーズ）を行い、残高確認のみならず業務フローにまで踏み込んで、各

施設における現金、預金、医業未収金、買掛金、未払金及び預り金等の各

勘定が適切な相互牽制のもとで管理されているかなどについて実地調査し

た。その結果については、国民への説明責任及び透明性の確保の観点から、

平成２４年１２月に中間報告、平成２５年３月には全体報告として厚生労

働省記者クラブにおいて率先して積極的に発表を行うとともに、調査結果

を機構ホームページでも同時に公表するとともに、今後改善が必要な点（診

療報酬の保険請求額と実際の入金額の差額について、差額の原因調査が行

われていない。収納された現金の残高と医事会計システムにおける残高の

整合確認が行われていない。適切な現金管理のための体制等の構築など。）

については、病院を運営している各団体等に対し、適切な運営ができるよ

う指導を行っており、評価できる。 
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最終事業年度である平成２５年度には、施設整理機構発足以来、業務の

基幹を占めてきた施設譲渡業務については、福祉施設は既に全施設の譲渡

が完了し、残る社会保険病院等の譲渡については厚生労働省の譲渡指示を

受けて対応するスキームであるため、譲渡指示に対応する体制を最低限確

保した上で、直前に迫った新機構への移行準備作業を限られた職員体制で

確実に処理するため、業務運営体制の効率化に努めたことは、評価できる。

新機構への改組に当たっては、従来は委託先団体が運営してきた病院等を

独立行政法人が直接運営することになるため、新機構の使命や組織運営の

姿（説明責任・透明性等）を内外に示しながら準備を進めてきた。改組に

向けた委託先団体との調整に当たっては、①委託先団体ごとに組織文化、

ガバナンス、人事・給与制度等が異なっており、各病院が独自に定めてい

る給与体系を独法の統一した給与体系に見直すことに対し関係者の抵抗が

あったこと、②財務調査（第３フェーズ）を通じて委託先団体の多くの病

院の財務及び内部統制の水準に重大な問題があることが把握され、その改

善を施設整理機構が直接指導することが厚生労働大臣から命ぜられたこと

など、準備作業を進める中で当初想定されていなかった様々な困難な課題

への対応が求められた。 

こうした様々な困難にもかかわらず、施設整理機構においては、①財務

及び内部統制に関する対応、②中期計画等への対応、③新機構病院の名称、

組織等への対応、④給与等への対応、⑤職員の採用等への対応、⑥新機構

が保有することとなる資産の確定等の対応、⑦病院の運営に係るシステム

対応、⑧その他の種々の事務への対応、⑨総合診療医の育成への対応等に

ついて、限られた職員体制の下で広範な業務を的確に実施してきた。その

結果、平成２６年３月末までの限られた時間内に移行準備作業を完了させ、

大きな混乱を生じることもなく平成２６年４月の新機構発足を果たすこと

ができたことは、極めて高く評価できる。 

このように移行準備作業に職員が総出であたる一方、平成２５年度にお

いては、社会保険病院等の譲渡について過去最多の６病院（引渡４病院、

契約・引渡２病院）の譲渡を実施した。更に、新機構の移行に先立ち、今

後利用見込みのない不動産を洗い出し移行前に売却する方針を立て、該当

する１０件の不動産の売却を年度末までに完了したことは、評価できる。

さらに、「行政改革の重要方針」（平成１７年１２月２４日閣議決定）に

よる人員削減の取組について、中期計画では平成２５年度末までに、平成

１７年度に比べて８％以上の人員の削減を掲げているが、平成２５年度末
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の常勤役職員数は平成２４年度末比▲２名の２２名の体制となっており、

また、基準人員４１名に対しては、業務の比重の変化に即して効率的な業

務運営体制を構築してきたことから目標の８％を大幅に上回る４６.３％

を削減していることは評価できる。 
一般管理費（人件費を除く）は、効率的な執行を徹底した結果、調達の

必要性や価格の妥当性の精査を行った上で、さらに価格交渉を行うなどの

取組みに努め、平成１７年度との比較で６４％節減していることは評価で

きる。 
なお、中期目標に沿った具体的な評価結果の概要については、２のとお

りである。また、個別項目に関する評価資料については、別添として添付

した。 

 
２．具体的な評価内容 

⑴  効率的な業務運営体制の確立 

施設整理機構は、設立当初の目的であった全ての年金福祉施設等（社会

保険病院等を除く）の売却を着実に進め、かつ、高い業績を実現しながら

も、大幅な人員削減を図っていることが認められる。 

具体的には、年金福祉施設等（社会保険病院等を除く）の譲渡業務の進

捗に応じて、組織改編により民間出向者、直接採用者の業務内容の見直し

を行い組織管理体制の効率化及び強化を図るとともに、外部委託も状況の

変化に応じて迅速に取り入れ、効率的かつ適切な人員体制の構築を行った。 

また、年金福祉施設等（社会保険病院等を除く）３００施設の譲渡又は

廃止から社会保険病院等の運営・管理等という性質が大きく変化した施設

整理機構の使命（ミッション）の中で、迅速に組織・人員体制の見直しを

図り、新たな使命（ミッション）に速やかに、柔軟に対応し、効率的な業

務運営体制を構築した点は、独立行政法人の模範となるものである。 
具体的な取組みとしては、平成２０年１０月の社会保険病院等の出資に

伴い、複雑かつ増加する資産の管理・保全業務の体制の充実を図るととも

に、社会保険病院等の譲渡に効率的かつ弾力的に対応するため、アドバイ

ザリー業務（医療機器等の査定業務、マーケティング資料作成業務、マー

ケティング補助業務、病院事業等の引き継ぎ支援業務）及び不動産の売却

に係る詳細開示資料作成及び入札補助業務について、外部委託を状況の変

化にあわせて迅速に取り入れ、社会保険病院等の譲渡指示に備えて引き続

き民間の専門的知見を最大限活用できる体制を確保した。 
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さらに、平成２３年度においては、平成２３年６月の法改正により施設

整理機構が新機構へ改組されることとなったため、平成２４年度以降に本

格化する改組準備に必要となる人材の受け入れに備えた人員の削減を行い、

平成２４年４月には、平成２４年３月３０日の中期目標等の見直しにより

新機構への改組に向けた準備を行うことが業務とされたため、地域医療機

能推進機構準備室を設置した一方で、機構全体の業務体制としては、引き

続き民間の専門的知見を最大限活用できる体制を確保しつつ、施設部を廃

止するなど実態に即した組織・人員体制の見直しを行い、効率的かつ専門

性の高い体制とした。 
このように、継続的に業務運営体制を見直した結果、「行政改革の重要

方針」（平成１７年１２月２４日閣議決定）による人員削減の取組について、

中期計画においては、平成２５年度末までに平成１７年度に比べて８％以

上の人員の削減を掲げているが、平成２５年度末の常勤役職員数は２２名

となっており、平成１７年度に比べて目標の８％を大幅に上回る４６．３％

の削減となっている。 

以上のように、法人の業務内容が大きく変化する中で、民間の知見を最

大限活用しつつ、業務運営体制について継続的に見直しを行っており、中

期目標及び中期計画を大幅に上回る実績をあげており、評価に値する。 

   
⑵  業務管理の充実 

国から出資を受けた資産等に関する情報等の管理については、使用頻度

の高い情報をデータベース化し、情報の集約化及び共有化を行い、効率的

な活用を可能とした。 
年金福祉施設等（社会保険病院等を除く）の譲渡に関しては、業務の進

捗管理では、幹部会や役員会のほか、機構設立当初から全職員が参加する

理事長主催で毎朝行われる業務打合会に加え、システム化された進捗管理、

実績管理によって、計画的に業務の進捗を図った結果、５年間という限ら

れた期間で年金福祉施設等（社会保険病院等を除く）の全物件の譲渡を可

能とした要因の一つであると考えられ、高く評価できる。 

また、偽情報等のリスク情報を迅速かつ適切に開示し、周知徹底と被害

の未然防止を図り、また、関係当局への情報提供を行った結果、偽情報に

よる被害の発生を抑止したことも評価でき、さらに、譲渡が完了し２年経

過した後においても、特段の問題が生じていないことは事業リスクに対し

適切に対応した結果であろうと評価できる。 
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社会保険病院等に関しては、社会保険病院等が引き続き地域医療に貢献

できることを目的として、平成２１年３月期、平成２２年３月期及び平

成２３年３月期の３期分について、統一的な基準で合算財務諸表を作成

するとともに、指標分析、比較分析等による個別病院等の詳細分析（財務

調査）を実施し、分析結果をデータベース化し、財務・不動産の両面から

分析・検討を行うためのデータを整備したことは、大いに評価できる。 
また、不動産調査により把握した土地・建物の利用状況、不動産支障等

の情報を分析し、優先順位を付けた上で順次不動産支障を解消している。

さらに、病院の整備については、厚生労働省と連携し、委託先公益法人に

対して、施設整理機構保有資産の整備の実施等の承認案件について、「コン

プライアンス推進規程」等を制定するなど必要な体制整備を求めたことも

高く評価できる。 
以上のように、業務の計画的な推進を図るとともに、継続的な業務改善

や法人運営に伴い発生するリスク管理の徹底を図っており、中期目標及び

中期計画を大幅に上回る実績をあげていることが認められ、高く評価でき

る。 

 
⑶  業務運営の効率化に伴う経費節減 

一般管理費（人件費を除く）の節減については、中期目標期間の最終事

業年度となる平成２５年度において、平成１７年度と比べて１８％以上の

額を節減するという目標に対して、調達の必要性や価格の妥当性の精査を

行った上で、少額の契約であっても複数の見積もり合わせや価格交渉を行

うなどの取り組みに努めた結果、平成２５年度において６８％（平成１７

年度比▲２７百万円の減）の額を節減した。 
業務費については、冗費の点検削減についても着実に進めており、継続

的に支出する事務経費については、その必要性を点検し、契約終了を含め

た見直しを行い、引き続き必要な契約についても契約相手方と値段交渉等

を行うなど、徹底的なコスト削減を図った。 
人員の削減についても、中期計画の目標を大幅に上回る削減を達成する

とともに、「国家公務員の給与の改定及び臨時特例に関する法律」（平成 

２４年法律第２号）に基づく国家公務員の給与の見直しに関連した役員及

び職員の俸給月額の引き下げ及び「国家公務員の退職手当の支給水準引下

げ等について」（平成２４年８月７日閣議決定）に基づく役職員の退職金の

削減措置を行うことにより人件費の削減を図り、効率的な執行に努めてい
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る。各種調達に当たっては、原則として一般競争入札によることとし、一

般競争入札に馴染まない一部の業務については企画競争を行い、徹底した

経費節減を図っている。 

以上のように、施設整理機構の置かれている環境変化に応じ、機動的に

効率的かつ適切な業務運営体制について継続的に見直しを行い、業務の実

態を踏まえつつ組織のスリム化を図った結果、一般管理費等について大幅

な節減を実施するとともに、各種調達の適正化を着実に実施するなど、中

期目標及び中期計画を上回る実績をあげていることが認められ、評価でき

る。 

 

⑷  各施設の経営状況等の把握、施設整理機構の業務内容に関する地方公共

団体への説明 
○各施設の経営状況等の把握に関すること 
年金福祉施設等（社会保険病院等を除く）に関しては、物件の価値を向上

させる事業としての可能性や不動産としての活用方針を示す事業調査、不動

産調査の結果のマーケティング資料を整備し、買受希望者へ適切な情報提供

を行うとともに、地方自治体からの支援策の取り付け等、付加価値の向上に

努力しており、様々な創意工夫が見られる。これが５年間という限られた期

間で年金福祉施設等（社会保険病院等を除く）の全物件の譲渡を可能とした

要因の一つであると考えられ、評価に値する。 
社会保険病院等に関しては、財務調査を行い各施設の経営状況等の把握に

努めるとともに、厚生労働省から譲渡指示が出された社会保険病院等につい

て、地元自治体と綿密な協議・連絡を行い、譲渡の手続きが適切に行われた

ことは評価できる。 

また、平成２２年度より実施してきた財務調査（第１・２フェーズ）に引

き続き、平成２４年度においても、平成２４年３月の各病院等の財務諸表を

基に実施した財務調査（第３フェーズ）により、資産を含めた経営状況等を

把握するとともに、新機構への改組に向けた議論にも活用されている。 

さらに、平成２５年度にも、引き続き財務調査等（第４フェーズ）により

施設整理機構資産を含めた病院等の経営状況等を把握した。 

 

以上のように、各施設の経営状況等の把握に関しては、各種調査を行いデ

ータが整備されたことで、施設整理機構の業務が効率的かつ効果的に行われ

ており、中期目標及び中期計画を上回る実績をあげていることが認められ、
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評価できる。 
 

○施設整理機構の業務内容に関する地方公共団体への説明に関すること 
年金福祉施設等（社会保険病院等を除く）に関しては、理事長自ら地方

公共団体のトップと面談の上、固定資産税減免等支援策の取り付けといった

地方公共団体からの支援策を要請しており、その結果、地方公共団体が入

札に参加し落札したものが、１０施設、地方公共団体による収用に応じたも

のが７施設、固定資産税減免等支援策を得たものが５３施設となった。また、

固定資産税減免等の支援策を得た５３施設のうち４６施設については、地方

公共団体の意向に沿った用途となっており、評価できる。 

社会保険病院等に関しては、厚生労働省から譲渡指示を受けた社会保険浜

松病院、健康保険岡谷塩嶺病院、健康保険鳴門病院等、川崎社会保険病院等、

東北厚生年金病院及び東京北社会保険病院等の譲渡に当たっては、地元自治

体等と綿密な協議連絡を行い、その結果、地域医療の確保に配慮した譲渡を

行ったことは、評価できる。 

以上のように、施設整理機構の業務内容に関する地方公共団体への説明に

関しては、施設の譲渡に当たって、地方公共団体等の意見を幅広く聴取し、

その意向を踏まえたマーケティング活動が行われており、中期目標及び中期

計画を上回る実績をあげていることが認められ、評価できる。 
 

⑸  年金福祉施設等の譲渡又は廃止 
平成２２年度に、社会保険病院等を除く年金福祉施設等の全物件の譲渡

が完了し、発足以来の実績は売却額２，１８５億円で、出資価格対比１８

４億円のプラス、１０９．２％となっており、出資価格総額を上回る売却

額を確保した。施設整理機構が目標としてきた「時価を上回り売却するこ

と」、「出資価格を毀損しないこと」を達成しつつ、５年以内に全ての年

金福祉施設（社会保険病院等を除く）の売却が完了した。 

これは、これまでの事業価値、不動産調査の詳細等を提示したマーケテ

ィング活動や施設が立地する地域の情報収集及び地方公共団体から支援策

を取り付けなど資産価値向上のための取組の成果の結果、５年間という限

られた期間で年金福祉施設等の全物件の売却の完了に結びついたものと認

められ、大いに評価に値する。 
また、単に施設譲渡の目標を達成するだけではなく、雇用と公共性への

配慮を実現するため、施設整理機構の基本方針として事業継続を原則とし、
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入札参加者への雇用継続依頼や各地方公共団体への事業継続に向けた支援

依頼など様々な工夫を取り入れながら両立の実現を目指した結果、事業継

続施設は７４％、雇用継続施設は７２％（一部採用１７％を含む。）とな

っていることは、評価に値するものと言える。社会保険病院等に関しては、

厚生労働省から譲渡指示を受けた社会保険浜松病院、健康保険岡谷塩嶺病

院、健康保険鳴門病院等、川崎社会保険病院等、東北厚生年金病院及び東

京北社会保険病院等の譲渡に、地元自治体の意向に配慮し、地域医療に貢

献できる譲渡を行うとともに、譲渡後における病院職員の雇用の継続を図

ったことも評価に値する。 

平成２１年３月６日付けで厚生労働省から譲渡指示の出された社会保険

浜松病院については、地元自治体から意見を聴取するとともに、地元有識

者で構成される譲渡検討委員会に諮問したうえで、平成２２年９月２９日

付けで医療法人弘遠会と売買契約を締結し、適切に譲渡している。 

平成２３年２月１８日付けで厚生労働省から譲渡指示の出された健康保

険岡谷塩嶺病院については、岡谷市所有の借地上の施設であるとともに同

市に病院運営を委託していることから、岡谷市が策定した新病院建設計画

を着実に推進するため、早期譲渡を求める岡谷市の意向に配慮し、平成  

２３年３月１７日付けで岡谷市との随意契約を締結し同年３月３１日に譲

渡を完了させた。 

平成２３年１２月２１日付で厚生労働省から徳島県への譲渡指示の出さ

れた健康保険鳴門病院等については、所在地方公共団体である同県から意

見を求めた上で譲渡条件等を設定し、平成２４年３月２８日付けで売買契

約を締結し、平成２５年４月１日に譲渡を完了させている。 

平成２３年１２月２１日付で厚生労働省から譲渡指示の出された川崎社

会保険病院等について、所在地方公共団体である神奈川県及び川崎市から

意見を求め、当機構において譲渡条件・要望・意見として整理し、譲渡条

件案を作成。地方公共団体の代表を含む地元有識者で構成される病院譲渡

検討委員会に同案を諮問し、同委員会の承認を得て譲渡条件を設定の上、

平成２４年５月１８日に一般競争入札を実施、同月３０日に医療法人社団

葵会と売買契約を締結し、平成２５年４月１日に譲渡を完了させている。

なお、同病院の譲渡は、現に入院・外来診療を行っている病院を、医療機

能を維持しつつ一般競争入札で譲渡するという新たな譲渡スキームである

が、施設整理機構が年金福祉施設等（社会保険病院等を除く。）の譲渡等を

通じて蓄積した民間のノウハウを最大限活かし、譲渡指示から平成２３年
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度末までの約３ヶ月という短期間で譲渡条件を決定し一般競争入札を実施

する準備を完了させたことは、高く評価できる。 

平成２４年１１月９日付で厚生労働省より学校法人東北薬科大学への譲

渡指示のあった東北厚生年金病院については、所在地方公共団体である宮

城県及び仙台市の意見を踏まえた上で譲渡条件等を設定し、平成２４年 

１２月１１日付けで売買契約を締結し、平成２５年４月１日に譲渡を完了

させている。 

平成２４年１１月９日付で厚生労働省より委託先団体でもある公益社団

法人地域医療振興協会への譲渡指示のあった東京北社会保険病院等につい

ては、所在地方公共団体である東京都及び北区からの意見を踏まえた上で

譲渡条件等を設定し、平成２５年１月２３日付けで売買契約を締結し、平

成２６年３月１０日に譲渡を完了させている。 

なお、東北厚生年金病院及び東京北社会保険病院等については、譲渡を

希望する者（学校法人東北薬科大学及び社団法人地域医療振興協会）につ

いて、譲受けの方針等の入念な分析等を行い、譲渡対象とすることに支障

がないことを確認した上で、地域医療の確保を図りつつ、前例のない譲渡

業務を行った。 

平成２４年１２月１０日付で厚生労働省より、富士川町への譲渡指示の

あった社会保険鰍沢病院等については山梨県富士川町と、公立紀南病院組

合への譲渡指示のあった社会保険紀南病院等については同組合とそれぞれ

協議を重ねながら譲渡業務を行った。 

設立時から平成２５年度までの社会保険病院等を含めた全譲渡施設数は

３０８施設、売却額合計は２,３８０億円となり、売却原価比＋１,０７４

億円（１８２.２％）、出資価格比で＋１８３億円（１０８.３％）となっ

た。 
また、社会保険小倉記念病院については、平成２４年３月３１日付けで

経営委託先である財団法人平成紫川会との委託契約を解除し、特別会計清

算金（４，４８２百万円）を受領した。 

以上のように、年金福祉施設等（社会保険病院等を除く）については、

施設整理機構設立後（平成１７年１０月）から平成２２年９月までの５年

間で全施設の譲渡又は廃止という施設整理機構設立当初における最大の使

命を達成し、社会保険病院等についても地域医療に貢献できる譲渡を適切

に進めており、中期目標及び中期計画を大幅に上回る実績をあげているこ

とが認められ、評価に値する。 
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⑹  年金福祉施設等の運営及び資産価値の保全 

年金福祉施設等（社会保険病院等を除く）については、譲渡するまでの

間、資産価値の維持改善、効率的な経営及び効果的な運営を行う必要があ

ることから、従来、公共施設の譲渡において行われていない経営改善可能

性情報、不動産支障の解決、劣化機能の改善など、各種の対策を幅広く実

施した。   
社会保険病院等については、財務調査及び不動産調査によって得られた

統一的な基準に基づく基礎データを整備するとともに、財務内容と老朽度

に基づく施設整備計画を策定し委託先の自主整備が十分に実施されていな

い病院の機能維持整備や建物の耐震性に問題がある病院の耐震診断等を行

い資産価値の保全を行うとともに地域医療の維持を図っている。 
また、平成２３年３月１１日に発生した東日本大震災により大きな被害

を受けたと報告のあった東北所在の病院について、同年４月７～８日にか

けて現地調査を行って被害状況を直接確認し、特に大きな被害を受けた仙

台社会保険病院及び東北厚生年金病院については、病院機能の復旧、患者・

職員に対する安全の確保といった観点から、緊急性が高い整備として施設

整理機構の費用負担により、直ちに復旧工事に着手し、同年１１月末まで

に工事を完了した。 

財務調査等により社会保険病院等の経営状況及び資産状況等を把握し、

財務状況等の理由から自主整備が十分に実施されていない病院の機能維持

整備や耐震補強工事を実施することにより、地域の医療体制を損なうこと

のないよう配慮して運営を行ったと認められる。 

以上のように、年金福祉施設等（社会保険病院等を除く）の資産価値を

保全し、円滑かつ有益な譲渡を行うため、効率的な経営及び効果的な運営

に努めており、また社会保険病院等については引き続き地域医療に貢献で

きるよう、病院の経営状況・資産状況の把握等を通じ、適切な運営に努め

ており、中期目標及び中期計画を上回る実績をあげていることが認められ、

評価できる。 
 

⑺  買受需要の把握及び開拓 
年金福祉施設等（社会保険病院等を除く）の譲渡に関しては、事業継続

での買受先の開拓及びファンドを含めた全国展開企業を中心にマーケティ

ング活動を行った。情報収集方法としては、銀行、地元有力企業、地方公

共団体、売却業務委託先情報等を幅広く活用した。平成２０年後半から不
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動産市況の低迷が続き、開発を目的としたデベロッパーの入札参加が見込

めない厳しい経済環境の下、自らマーケティングを行い、施設毎に市場実

態を把握しつつ、入札者の増加を図る工夫、努力を最大限行った。このよ

うな需要の把握と開拓が十分かつ適切に行われたことが、５年間という限

られた期間で年金福祉施設等（社会保険病院等を除く）の全物件の譲渡を

可能とした要因の一つであると考えられ、評価できる。 

平成２３年１２月２１日付けで厚生労働省から譲渡指示のあった川崎社

会保険病院等の譲渡については、現に入院・外来診療を行っている病院を

一般競争入札で譲渡するという新たな譲渡スキームとなることから、厚生

労働省からの指示に対応し、譲渡に係るマーケティング補助業務等を外部

委託することで必要な体制を整備したことは評価できる。また、マーケテ

ィング業務を効率的に行うため、所在地方公共団体等から情報を入手し、

マーケティング対象先リストを作成し、入札公告までに予め買受需要等を

把握するとともに、病院や連携する老人保健施設等の事業概要書を纏める

など、過去、年金福祉施設等の譲渡等を通じて蓄積した民間のノウハウを

最大限生かした入念な準備を行ったことは、評価に値する。 

また、社会保険病院等の譲渡に係る厚生労働大臣通知が、平成２４年８

月１４日付で変更となり、①社会保険病院等の所在する都道府県内の保健

医療に関する教育研究を行う学部又は学科を置く大学を設置する者、②機

構が単独で社会保険病院等の運営を委託している者が譲渡を希望する場合

には、地域医療の観点から適当であると厚生労働大臣が認めた場合には、

譲渡対象となる社会保険病院として選定することとされた。東北厚生年金

病院及び東京北社会保険病院等の譲渡については、この初めてのケースへ

の対応であるが、譲渡を希望する者（東北厚生年金病院は学校法人東北薬

科大学、東京北社会保険病院等は公益社団法人地域医療振興協会）につい

て、譲受けの方針等の入念な分析等を行い、譲渡対象とすることに支障が

ないことを確認の上、前例のない譲渡業務を的確に実施したと認められる。 

以上のように、譲渡対象施設に係る買受需要を把握するとともに、多様

な買受需要を開拓するため、地方公共団体及び民間企業等から広範な情報

収集を行っており、中期目標及び中期計画を大幅に上回る実績をあげてい

ることが認められ、評価に値する。 
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⑻  情報の提供 

施設整理機構の運営状況等に関する情報については、透明性の確保に努

め、最低売却価格の原則全件開示など、適切な情報開示を行ってきた。 

譲渡の対象となる年金福祉施設等（社会保険病院等を除く）に関する情

報は、ホームページ上に体系立てて掲示し、種別、県別、機能別に検索可

能とし、閲覧者の見やすさに配慮した。平成２２年８月には、社会保険病

院等を除く年金福祉施設等３００施設の全物件の譲渡完了に係る総括を記

者発表するとともにホームページ上で公表し、平成２３年１月には、入札

日、施設名、落札者名、売却額、予定価格、不動産鑑定価格、出資価格、

事業収支（赤字・廃止）につき記者発表するとともにホームページ上で公

表した。これは、これまでの公的資産の譲渡に係る公表には前例がなく、

大きく踏み込んだものであり、また、施設整理機構が公的資産売却に係る

ノウハウを蓄積・整理し、国や独立行政法人等にきめ細やかな情報の提供

を行ったことは、社会的にも非常に価値のある財産になるものであり評価

できる。 

また、社会保険病院等についても、入札に係る公告を官報に掲載すると

ともに、ホームページにも入札情報を掲載し、売買契約締結後においても、

速やかにホームページに契約締結について掲載するとともに、所在地方公

共団体における記者レクや記者クラブへの情報提供を実施するなど、適切

に情報開示がなされており、透明性の確保に努めている点は評価できる。

また、これまでの公的資産売却に係るノウハウを整理し、必要に応じて配

布が可能な体制を整備しており、国や他の独立行政法人等からの施設の譲

渡手法等に関する照会にも適切に対応できたことも評価できる。 

平成２４年度には、平成２４年３月３０日の中期計画の見直しにより、

新機構改組へ向けて必要な準備を適切に行うとしたことから、ホームペー

ジの一部改訂を行い、新機構への改組について、改組に係る経緯及び理事

長からのメッセージ等を掲載し、情報発信に努めている。 

さらに、新機構への改組に向けた移行準備の一環として、独立行政法人

の形態にふさわしい透明性の高い運営と適正な内部統制を確保するために、

財務調査（第３フェーズ）を実施し、その結果については、国民への説明

責任及び透明性の確保の観点から、平成２４年１２月に中間報告、平成 

２５年３月には全体報告として厚生労働省記者クラブにおいて率先して積

極的に発表を行うとともに、調査結果を機構ホームページでも同時に公表

した。 
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また、平成２５年８月には、全社連病院が、平成２４年度決算において

約１２０億円の決算修正を行うことになったこと、また、こうした重大な

事態を受けて、今後の全社連病院の適正な財務・会計処理については施設

整理機構が直接各全社連病院を指導するよう厚生労働大臣から命ぜられた

ことについて記者会見を開き説明するとともに、ホームページにて公表し

た（「全社連病院の決算修正等について」）。 

以上のように、機構の運営状況や譲渡対象となる施設等について積極的

な情報提供が図られており、中期目標及び中期計画を上回る実績をあげて

いることが認められ、評価できる。 

 

⑼  新機構への改組に向けた準備 
改組準備に向けての初年度となった平成２４年度において、社会保険病

院等の院長との会議や委託先団体等との打ち合わせなどを通じて精力的に

検討を重ね、様々な課題を乗り越えながら、新機構の大枠として運営方針

を確定させており、改組に向けた準備作業は着実に前進したものと認めら

れ、大いに評価できる。 

具体的には、平成２４年４月、現理事長が着任し、新たに地域医療機能

推進機構準備室も設置され、新体制の下、地域医療機能推進機構への改組

準備が本格的に始まった。改組に当たっては、新機構の使命や組織運営の

姿（説明責任・透明性等）を示しながら準備を進めている。 

改組に向けた委託先団体との調整に当たっては、①委託先団体ごとに組

織文化、ガバナンス、人事・給与制度等が異なっており、各病院が独自に

定めている給与体系を独法の統一した給与体系に見直すことに対し関係者

の抵抗があったこと、②財務調査を通じて委託先の多くの病院の財務及び

内部統制の水準に重大な問題があることが把握されるなど、準備作業を進

める中で様々な困難が明らかとなった。 

こうした様々な困難にもかかわらず、機構においては、委託先３団体の

すべての病院長からなる院長会議を計６回開催するなどにより、新機構の

使命、人事、給与、財務など新機構の運営の方針について徹底的に議論を

行い、大枠として運営方針を確定させ、事項ごとの詳細な準備が進められ

る平成２５年度に向けての基盤づくりを行った。 

また、財務調査（第３フェーズ）で把握した、今後改善が必要な点につ

いて、病院を運営している各団体等に対し適切な運営ができるよう指導を

行った。なお、指導にあたっては、監査法人も活用し、財務及び内部統制
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に関する調査等で指摘を受けた事項について、現地指導を含めた病院指導

を実施し、全指摘事項の改善を確認し、監査法人から監査報告書が提出さ

れている。 

平成２５年度においては、前年度における新機構への移行準備の取組み

を基盤としつつ、移行準備最終年度として移行準備の仕上げを行った。改

組に当たっては、新機構の使命や組織運営の姿（説明責任・透明性等）を

示しながら準備を進めてきた。 

改組に向けた委託先団体との調整に当たっては、①委託先団体ごとに組

織文化、ガバナンス、人事・給与制度等が異なっており、各病院が独自に

定めている給与体系を独法の統一した給与体系に見直すことに対し関係者

の抵抗があったこと、②財務調査を通じて委託先団体の多くの病院の財務

及び内部統制の水準に重大な問題があることが把握され、その改善を施設

整理機構が直接指導することが厚生労働大臣から命ぜられるなど、準備作

業を進める中で当初想定されていなかった様々な困難への対応が求められ

ることとなった。 

こうした様々な困難にもかかわらず、施設整理機構においては、①財務

及び内部統制に関する対応、②中期計画等への対応、③新機構病院の名称、

組織等への対応、④給与等への対応、⑤職員の採用等への対応、⑥新機構

が保有することとなる資産の確定等の対応、⑦病院の運営に係るシステム

対応、⑧その他の種々の事務への対応、⑨総合診療医の育成への対応等を

限られた体制で的確に実施した。 

以上のように、平成２６年３月末までの限られた時間内に移行準備作業

を完了させ、大きな混乱を生じることもなく平成２６年４月の新機構発足

を果たすことができ、中期目標及び中期計画を上回る実績をあげているこ

とが認められ、大いに評価できる。 

 

⑽  財務内容の改善に関する事項 
予算、収支計画及び資金計画については、経費の節減を見込んだ中期計

画の予算を作成し、当該予算による運営が適切に行われており、一般管理

費等について大幅な節減を実施するとともに、各種調達の適正化を着実に

実施しており、中期目標及び中期計画を上回る実績をあげていることが認

められ、評価できる。 
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⑾  その他業務運営に関する事項 

人事については、職員の専門性を高め、その勤務成績を考慮した人事評

価を実施するため、譲渡専門職員については民間に準じた成果主義に基づ

く実績評価を、一般職員については国家公務員に準じた実績評価と能力評

価による評価制度を導入し、適切な人事管理が行われた。 

法改正等による環境の変化や過渡的な状況の中にも関わらず、機動的に

人員の削減を図りつつ効率的な体制を確立し、成果主義の導入など職員の

モチベーションを確保した点は評価できる。 

 

国庫納付金については、譲渡収入を財源として、翌年度の施設整理機構

の業務に必要な経費として厚生労働大臣から示される金額を控除した額を

算出し、譲渡収入のあった翌年度に納付してきたところであり、平成２４

年度分までの納付累計額は２，０５４億円であり平成２５年度までの予算

額を上回る納付となっている。また、平成２２年度に係る国庫納付金は、

今後運営することとなる病院が東日本大震災により被災したことから、関

係各方面と協議し、災害復旧工事の財源として留保するといった弾力的な

運用に至ったことは、諸環境の変化の中において評価できる。 
なお、平成２５年度の業務に係る国庫納付は、平成２６年度に施設整理

機構が改組された地域医療機能推進機構により行われるが、施設整理機構

の業務実績として評価することが適当と考えられるため、今回の最終報告

の中で合わせて評価を行うこととした。平成２６年度に行われる国庫納付

は、施設譲渡に伴う収入に加え、病院経営 3 団体との委託契約終了に伴う

清算剰余金を含めて行うものであり、国庫納付額も過去最大規模のものと

なることが見込まれており、大いに評価できる。 
 

外部の有識者からなる譲渡業務諮問委員会については、譲渡業務のみな

らず、病院経営に関する知見を有する外部の有識者により構成されており、

社会保険病院等の運営又は管理に関する事項についても諮問を行うなど、

環境の変化に対応し、有効に機能させているが認められる。 
 

施設整理機構の保有する個人情報については、法務文書課を中心に適切

に保護・管理されていると認められる。 
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平成２２年１月に新たに出資された終身利用型老人ホームの譲渡につい

ては、入居者が生涯にわたって生活することを配慮するなどの特殊性や難

度の高い物件であるが、入居契約上の地位の承継、管理費等の水準の１年

間維持、入居一時金の返還義務を付した承継など、入居者の終身利用権の

保護を最大限考慮した対応を行った。また、入居者への説明会を開催する

など、入居者に対するきめ細やかな対応も行われ、入居者の立場を損ねる

ことなく譲渡、引き渡しが完了したことは大いに評価できる。 

 

以上のように、人事評価制度の適正な運用と人材の育成に努めたこと、

国庫納付金は予算額を上回って納付したこと、外部の有識者を入れた議論

を行い法人運営に反映していること、個人情報の適切な管理に努めている

こと及び終身利用型老人ホームは入居者に配慮した譲渡が行われたことは、

中期目標及び中期計画を上回る実績をあげていることが認められる。 


